旅行再開機運高まる中、改めて規約遵守徹底を

旅行業公正取引協議会が定時総会開催

　旅行業公正取引協議会は6月23日に都内ホテルで「第38回定時総会」を開催した。当日は2021年度の事業報告と収支決算、22年度の事業計画と収支決算案について審議を行い、原案通り承認された。
さらに、旅行関連の法改正や新IIT運賃の導入など業界を取り巻く状況変化との整合性を図るため、募集型企画旅行の表示に関する公正競争規約の一部変更についても審議され、こちらも原案通り承認された。
新型コロナウイルスの感染拡大で旅行業界も多大な影響を受けていたが、ここにきて訪日外国人観光客の受け入れ再開や国内旅行の新たな需要喚起策に関する話題が出始め、業界に明るい兆しが見えつつある。そうした中で総会に出席した関係者からは、旅行再開をよい流れの中で迎える上でも、ルールに基づいた適正な広告表示への取り組みに関して気を引き締めて取り組んでもらいたいとの声が寄せられた。
今夏以降、ツアー広告出稿量増加の可能性

小谷野会長「気を引き締めてしっかり取り組みを」

総会冒頭であいさつした小谷野悦光会長（日本旅行代表取締役社長）は「新型コロナウイルスの影響で旅行業公正取引協議会の総会も3年ぶりにリアルで開催することができ、大変喜ばしく思っている。旅行業界を取り巻く動きをみると、新たな観光需要喚起策として全国旅行支援の実施が予定されていることが発表されたり、6月からは条件付きながらも観光目的での外国人受け入れも始まった。
さらに前日に行われた日本旅行業協会（JATA）の総会でも7月に全国的な『海外旅行再開キャンペーン』が行われることが発表され、ようやく旅行に関する明るい話題が出てきた」と、旅行需要回復への機運が見え始めた点を歓迎した。
その上で「旅行業公正取引協議会としてはコロナ禍の中でも公正競争規約の周知徹底への取り組みなど、旅行広告の適正化や関係法令の普及に向けた取り組みを進めてきた。今後本格的な旅行再開の動きが見られる中でこの夏以降は広告の出稿本数が増加することが見込まれている。そうした状況だからこそ、気を引き締めてしっかりと取り組む必要があると考えている。会員各社には改めてルールに基づいて適正な表示を行うようにお願いしたい」と述べた。
また、総会では、消費者庁表示対策課の山崎俊範課長補佐が南雅晴表示対策課長のメッセージを代読。「旅行業公正取引規約についてこれまで30年以上にわたり適正な運用を行ってもらい感謝している。消費者が適正に商品選択ができる環境を確保するためには公正競争規約の運用が不可欠だ。今後旅行が活発になる中で引き続き規約の厳正な運用を通じて業界取引の適正化に努めてもらいたい」というコメントを寄せた。
また、公正取引委員会の田中久美子事務総局経済取引局取引部取引企画課長は「新型コロナウイルスという過去に例を見ない状況から旅行業を取り巻く環境も大きく変化した。そうした中で旅行業公正競争規約は幅広い選択肢の中から消費者が安心して旅行が選択できるようにするために非常に重要な役割を担っている。規約の存在は業界全体の公正な競争を促進することにもつながり、業界全体の発展に寄与するものだ。今後も積極的な運用に一層成果を上げてもらいたい」とした。
このほか、総会には観光庁の貴田晋観光産業課旅行業務適正化指導室長、全国公正取引協議会連合会の山岡誠朗専務理事が来賓として出席した。
21年度はコロナ禍で会員数が22社減少
22年度も会費減額措置継続、規約普及へ活動
総会では2021年度の会員数の動きについて報告が行われた。21年度は7社の新規加入があった一方で新型コロナウイルスの影響による廃業などにより、29社が退会。
この結果20年度からの1年間で会員数が22社減少した。そうした状況下でも動画配信による規約説明会の実施や会員への出前講座などに取り組んできた。また、相談業務においては、例年600件程度の相談が寄せられるが、コロナ禍で旅行商品の販売が減少したことにあわせて、337件と約半数あまりにとどまった。相談内容として最も多かったのはGo Toトラベルキャンペーン関連の旅行代金表示関連が54件、ついで告知広告に関するものが22件となった。
22年度については「旅行広告の適正化推進および関係法令の普及」「募集型企画旅行の表示に関する公正競争規約の変更と周知」「協議会組織および運営基盤の強化」「広報活動の強化」の4点を重点事業として取り組む。
このうち、公正競争規約の周知徹底に関しては非会員事業者や消費者団体向けの規約説明会を継続実施するほか、会員への出前講座も継続実施する。また、旅行広告について消費者と消費者団体の意見を聴取し、規約の運用に役立てるとともに会員へフィードバックする。このほか、規約の内容について会員のマネジメントクラスとの意見交換を行うこととしている。
また、会員の会費については前年度から実施している減額措置を継続することとした。
募集型企画旅行の表示規約を一部変更
法改正や新運賃など業界の環境変化に対応
また、総会では募集型企画旅行の表示に関する公正競争規約の一部変更について審議が行われ、原案通り承認された。今回の規約変更は旅行業法の改正やパッケージツアーにおいて変動型の運賃制度（新IIT運賃）が導入されるなど、業界を取り巻く環境が変化したことに対する整合性を取るための改定となっている。
一例としては、土産物店に関する表示や海外募集型企画旅行に関する旅行代金の支払い関連の表示などにおいて、すでに運用されている日本旅行業協会（JATA）と全国旅行業協会（ANTA）作成の「旅行広告・取引条件説明書面ガイドライン」を遵守するよう、改めて規約に明記することとした。
価格変動型運賃関連では価格変動型運賃を利用することにより旅行代金が確定していない場合は「旅行代金の目安額」として表示することを妨げないといった内容などを規約に明記した。
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そのほか、運用上不具合のあった字句等の修正を行った。
■旅行業公正取引協議会、役員を補充選任
　新たに4人が理事に就任
　旅行業公正取引協議会は6月23日に開催した定時総会で、任期途中に退任した理事の補充選任を行った。新たに、石川邦大氏（T-LIFEホールディングス代表取締役社長）、百木田康二氏（東武トップツアーズ代表取締役社長執行役員）、西尾忠男氏（ジャルパック代表取締役会長）、若林慶太郎氏（ANA X取締役）を選任した。
　なお、江利川宗光氏、加藤恭子氏、菊間潤吾氏、坂巻伸昭氏の4氏が退任している。
以上
都内ホテルで3年ぶりに開催された旅行業公正取引協議会の総会の模様
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総会であいさつする旅行業公正取引協議会の小谷野悦光会長
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